
諸外国における両立支援制度について（法制度の概要） 

 イギリス フランス ドイツ オランダ ノルウェー スウェーデン アメリカ （参考）日本 

出産休暇 
・休暇期間 給付あり 9 ヶ月

（’07 に従来の

26 週から延長）

＋給付なし 26
週間 
（産前 2 週間は

義務） 

産前 6 週間 
産後 10 週間 
（産後 6 週間を

含む 8 週間は義

務） 

産前 6 週間 
産後 8 週間 

16 週間 
（産前 6～4 週

間、産後 10～12
週間のうち） 

産前 12 週間 
（うち 3 週間は

義務） 
産後 6 週間（義

務） 
※男性労働者は

2 週間 

産前 7 週間 
産後 7 週間 

（育児休暇欄を

参照） 
産前 6 週間 
産後 8 週間 
（産後 6 週間は

義務。6 週経過

後は本人が請求

し、医師が認め

た場合就業可） 
・取得要件  雇用され出産予

定のある女性 
雇用され出産予

定のある女性 
女性労働者及び

自営業者 
男女労働者   雇用され出産予

定のある女性 
・給付の有無 一部あり あり 

(出産休暇手当) 
あり 
（母性手当） 

あり 
（賃金補償） 

女性のみあり 
（出産手当） 

  あり 
（出産手当） 

育児休暇 
・休暇名  養育休暇 両親休暇 育児休暇 育児休暇 育児休暇  育児休業 
・休暇期間 5 歳未満（最長

13 週間、各年 4
週間まで、1 週

間単位） 

満 3 歳まで 満 3 歳まで（両

親合わせて 3 年

間。労使合意に

よりそのうち

12ヶ月分を 3～
8 歳までに取得

可能） 

満 8 歳まで(フ
ルタイム休×

13 週 or 契約労

働時間の 50％
休×6 ヶ月) 

最長 3年間(満 1
歳までは両親で

分割可能＋両親

で 1 年ずつ) 

出産 10 日前か

ら満 8 歳まで

(父親・母親とも

クオータ分 60
日＋譲り合える

分 135 日ずつ、

最大 480 日) 

満 18 歳まで（各

休暇を合算して

年間各親 12 週

間） 

満 1 歳まで（保

育所に入れない

場合等には 1 歳

6 ヶ月まで） 

・時期分割の可

否 
分割可能（各年

4 週間までしか

取れない） 

 労使合意により

4 回まで分割可

能。 
最長 3 年間のう

ち 12 ヶ月分を

労使合意により

3 回まで分割可

能 

 分割可能  特別の事情があ

れば再度取得可

能 

資料５ 
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3 歳を超え 8 歳

までの間に取得

可能。 
・休暇の形態 休暇 休暇 or 

短時間勤務 
休暇 
(休暇中の短時

間勤務可能：親

一人 30 時間以

内) 

休暇 
（時間分割可能

であり、結果的

に短時間勤務） 

休暇 休暇 
（時間分割可能

であり、結果的

に短時間勤務

(勤務形態 4 パ

ターンを選択)）

 休暇 

・両親同時取得

の可否 
  可能 可能  不可  原則可能 

・短時間勤務に

ついて 
※（別途「柔軟

な働き方の申請

権」あり） 

育児休暇の 1 パ

ターンとして週

16～32 時間勤

務可能 

育児休暇の 1 パ

ターンとして週

30 時間（一人あ

たり）勤務可能

※（別途勤務時

間短縮権あり） 
 

※（別途「タイ

ムコント」あり）

※（別途勤務時

間短縮権あり）

 ※ （別途事業

主の措置義

務あり） 
 

・取得の際の勤

続、企業規模要

件 

従業員数 15 人

以上、1 年以上

勤続 

1 年以上同じ企

業で勤続 
6 ヶ月以上同じ

企業で勤続 
1 年以上同じ企

業で勤続 
 過去 6 ヶ月(or

過去 2 年で 12
ヶ月 )以上同じ

企業で勤務 

従業員数 50 人

以上、前年 1250
時間以上勤務 

・日々雇用の者

を除く労働者 
・期間雇用者に

ついては勤続 1
年以上＋1 歳を

超えて引き続き

雇用される見込

み等が必要 
・取得手続  1 週間前までに

通告 
7 週間前までに

2 年以内分の休

暇につき取得時

期を明らかにし

て請求 

1 歳まで：速や

かに届出 
1 歳後：3 ヶ月

前までに届出 

   1 ヶ月前までに

申出（1 ヶ月を

切ると開始日の

繰り下げ可能） 

・給付の有無 給付なし 労働時間に応じ 賃金の 67％給 給付なし 賃金の 80％給 390 日までは賃 給付なし 賃金の 50％給
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給付 付（’07 導入の

事実上のパパク

オータ） 

付 × 52 週

or100％×42 週

を選択可能 

金の 80％給付 付(10/1 より) 
 
 

その他特徴的な制度 
・概要 ○柔軟な働き方

の申請権：6 歳

未満の子を持つ

親は、柔軟な働

き方 (労働時間

の変更、勤務時

間帯の変更、在

宅勤務のいずれ

か )を申請可能

(拒否可能事由

が 限 定 列 挙 ) 
（’07 に介護者

にも拡大）。 

○産後 1 年間は

30分×2回の授

乳時間（権利）

 ○従業員 10 人

以上の企業で 1
年以上雇用さ

れ、過去 2 年間

に労働時間の変

更を求めたこと

がない場合は、

労働者が労働時

間短縮可能（権

利）。 

○タイムコン

ト：有給の出

産・育児休暇期

間のうち、母親

の産前 3 週間産

後 6 週間＋パパ

クオータ 4 週間

を除く 39 週間

OR29 週間につ

いて、部分的に

育児休暇を取得

し、最大 2 年ま

で有給の育児休

暇を取得可能。

○1 歳半から 8
歳or小1終了ま

での勤務時間

1/4短縮（権利）。

 ○1 歳半までで

育児休業をしな

い場合、1 歳以

上 3 歳までの場

合は次のいずれ

かを講ずる事業

主の措置義務。 
・短時間勤務 
・フレックス 
・始業終業時刻

の繰り上げ／下

げ 
・所定外労働の

免除 
・託児施設の設

置運営 
（1 歳～の場合

は育児休業に準

ずる措置も可） 
父親休暇 
 ○父親休暇 

出産後 8 週以内

に 1or2 週間の

有給休暇(’07 よ

り、母親が職場

復帰する場合は

最長 26 週まで

取得可能） 

○父親休暇 
出産から 4 ヶ月

以内に連続して

11 日 

○両親休暇 
（育児休暇欄を

参照） 

○父親休暇 
2 日間の有給休

暇を取得可能 

○出産休暇 
（出産休暇欄を

参照） 
○パパクオータ

（育児休暇欄を

参照）産後 6 週

間の休暇後から

1 歳までの間で

○出産休暇 
産後 60 日以内

に最長 10 日間 
○パパクオータ

（育児休暇欄を

参照）父親に 60
日間の割り当

て。 

 なし 
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父親に 4 週間の

割り当て。取得

しなければ有給

の休業期間が短

縮される。 

 

看護休暇 
・休暇名  子どもに付き添

うための休暇 
看護休暇 短期看護休暇 看護休暇  （育児休暇の欄

を参照） 
子の看護休暇 

・休暇期間、要

件 
16 歳未満の子

につき年間各親

10 日まで 

20 歳未満の子

につき最長 4 ヶ

月、2 回更新可

能 

12 歳未満の子

につき年間 10
日まで＋親一人

25 日まで 

年間 10 日まで    小学校就学前の

子を持つ労働者

一人につき、年

間 5 日まで 
・賃金、給付の

有無 
無給 子どもに付き添

うための手当 
傷病手当金 事業主から賃金

の 70% 
国民保険から賃

金相当額 
 無給 無給 
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